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意思決定支援とソーシャルワーカーの実践知
狭　間　香代子
はじめに
　2006年に国連で障害者権利条約が採択され、その後わが国は国内法を整
備して、2013年に批准した。2016年には障害者差別解消法が施行され、合
理的配慮が重要なキーワードとなっている。合理的配慮の前提には、配慮
を求める障害者による意思の表明がある。つまり、障害者自身が社会的障
壁の除去について、自らの意思を伝えなければならない。しかし、自らの
意思を表明することは、合理的配慮を望む障害者がすべて可能という訳で
はない。例えば、意思決定をすることが困難な場合、意思決定を伝えるこ
とが困難な場合、意思決定ができ、それを伝える能力があったとしても、
意思を伝えることが自らのプライバシーを明らかにしなければならず、ジ
レンマからできない場合、周囲に対する遠慮などがあって表明できない場
合など、様々な場面が想定できる。これらの中から、本稿では意思決定の
困難な人たちに対する「支援を受けた意思決定」についてソーシャルワー
クの視座から検討する。
　障害者権利条約第12条は障害者の法律の前に等しく認められる権利とし
ての法的能力の享有について規定している。しかし、この条項について2014
年に「障害者権利委員会」が一般的意見第 1号を提示して、締約国に対し
て「代理決定」に代えて「支援を受けた意思決定」を促進するように義務
付けた。これは「支援を受けた意思決定」の方法や意思決定支援に関わる
ソーシャルワーカーのあり方について改めて問うている。
　本稿では、ソーシャルワーカーの実践知のあり方を踏まえて、意思決定
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支援に関する論点について考察する。論点として、①意思決定支援に関す
る「法制度」と「ソーシャルワーク実践」、②「代理決定」と「支援を受け
た意思決定」、③「最善の利益」と「意思と選好の最善の解釈」といった 2
元的に示された 3つ側面を取り上げ、各々の対の概念を行き来するソーシ
ャルワーカーの視座を提示して、意思決定支援におけるソーシャルワーカ
ーの支援のあり方を論じる。
Ⅰ．支援を受けた意思決定をめぐる動向
1．障害者権利条約第12条が定める「支援を受けた意思決定」
　障害者権利条約第12条は「法律の前にひとしく認められる権利」を掲げ、
5つの項から構成される。同条制定時の審議過程では、「障害者の意思決定
をいかに支えるか」についてのパラダイム転換を求める議論がなされている。
　この審議過程において、「法的能力 legal capacity」をいかに捉えるか、
または「支援を受けた意思決定（supported decision making）」と他者が
本人に代わって決定する「代理決定（substitute decision making）」との
違いが争点となった。
　権利条約第12条第 2項は「締約国は、障害者が生活のあらゆる側面にお
いて他の者と平等に法的能力を享有することを認める」と定めている。池
原毅和によれば、当初示された「議長草案」では、法的能力と行為能力
（the capacity to act）の 2つに分けられていた（池原 2015：187）。この用
法について議論がなされた結果、条約では法的能力に統一されたのである。
　法的能力という用語には、権利能力と行為能力が含まれ、前者は「権利
義務の帰属点となる法的地位」を指し、後者は「法律行為を形成できる能
力あるいは法的効果を生じさせる行為を行う能力」と理解されている（池
原 2015：189）。したがって、当項がいう「法的能力」とは、障害者の権利
能力と行為能力を含めた意味とされる。
　さらに同条第 3項では「締約国は、障害者がその法的能力の行使に当っ
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て必要とする支援を利用する機会を提供するための適当な措置をとる」と
規定しており、法的能力を行使する場合の支援の必要性を述べている。こ
れは「支援を受けた自己決定または意思決定」と呼ばれている。この規定
に関する争点は、支援を受けた意思決定と、本人に代わって他者が決定す
ることは相容れないものだということにある。
　具体的には第 7 回の特別委員会（2006.1.18）で、国際障害コーカス
（IDC・International Disability Caucus）の主張内容に示される。かれらは、
支援を受けた意思決定は、障害者の意思決定能力を前提としたものであり、
一方で代行決定は能力の欠如を前提とした仕組みであって、両者が両立し
ないことを主張した。これに対して議長は支援を受けた意思決定にはゼロ
から100％まであるが、ゼロの場合には代行決定と同様ではないかと述べ
ている。それに対してIDCは「支援を受けた意思決定とはゼロから100％
までの拡がりをもち、ダイナミックな概念だ」（UN2006）と応答している。
このダイナミックな概念という捉え方は、意思決定と支援活動との関わり
について新たな考察を示唆する。この点については、改めて後で取り上げ
たい。
　支援を受けた意思決定の支援の割合が高いほど、本人の意思がどこまで
保障されたのか、支援者の価値観等が影響していないか、という課題が残
る。池原によれば、権利侵害を防止するルールの必要性がある一方で、障
害者の権利を制約する成年後見制度のような代理決定の規定の難しさとい
うジレンマの中で、当特別委員会では第 3項のような規定に決着したとさ
れる（池原 2015：188）。
2．障害者権利委員会一般的意見第 1号
　国連の障害者権利委員会は障害者権利条約第34条に規定され、同条約の
実施に関する進捗状況をモニターするために設置された委員会である。締
約国は条約の義務履行についての報告を委員会に提出することを義務付け
られており、委員会は報告内容に適用される指針を決定する機能をもつ。
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2014年には一般的意見第 1号を示し、第12条の規範的内容について勧告を
行っている（障害保健福祉研究情報システム 2014）。
　勧告内容の第 1は法的能力の意味の明確化であり、同権利条約第12条第
2項の「法的能力」には、権利能力と行為能力の両方が含まれることを再
確認している。これらは権利と義務を所有する法的地位と、これらの権利
を行使する法的主体性能力と言い換えることができる。第 2に締約国が法
的能力と意思決定能力を混同しているという点である。法的能力はすべて
の人が享有する能力であるが、意思決定能力は「個人の意思決定スキルの
こと」であり、個人によって異なる。個人の意思決定スキルは様々な文脈
の中で判断され、「社会的、政治的文脈に左右される」のである。このよう
に両者は大きく異なる能力であるにもかかわらず同一視され、その結果と
して意思決定スキルが低下している者は、法的能力特に行為能力に問題が
あると見なされる。このような混同に対して勧告は、法的能力はすべての
人が等しく享有するのであり、意思決定能力の不足には、法的能力の行使
に対する支援を提供することが必要だとして、それを義務付けているので
ある。
　第 3は保護措置についてである。権利条約第12条第 4項は、法的能力を
行使するために必要な保護措置を規定している。保護措置の目的は、個人
の権利、意思及び選好の尊重を確保することである。しかし、個人の意思
と選好を決定することが困難な場合がある。その場合には「意思と選好の
最善の解釈」が「最善の利益」の決定に優先するとされる。また、保護措
置には意思決定を他者に依存する場合の不当な影響からの保護も含まれる。
　第 4に、締約国に対する義務として、次のような諸点が指示される。1
つ目は、障害者が自信とスキルを保持し、望めば支援を縮小していくこと
である。支援を減らすという判断ができる人材育成が求められる。2つ目
は、代理人による意思決定に代えて、支援付き意思決定を促進する締約国
の義務である。具体的には、支援を必要とする障害者が支援の利用が可能
になるような仕組みの構築であり、アクセスできない場合には創り出すこ
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とも求められる。また、支援者が当事者の意思と選好を重視していないと
見なされる場合には、申立ての仕組みも必要である。さらに、当事者は支
援を拒否したり、終了したりできる権利を保障されること、支援の提供は、
意思決定能力の評価に左右されないことなどが必要とされる。
　以上のように、障害者権利委員会は2006年の権利条約第12条に対して、
代理による意思決定に代えて、支援付きの意思決定の整備と充実を締約国
に対して求めたのである。
Ⅱ．意思決定支援に関する 2面性
1．意思決定支援に関わる論点
　障害者権利条約第12条及び一般意見第 1号を受けて、わが国では意思決
定支援の仕組みや支援方法に関する研究や報告などが提言されている。こ
こではまず、意思決定支援に関する論点について整理したい。
　意思決定支援に関しては、多様な面から検討されており、論点が錯綜し
ている。この点について、日本弁護士連合会が 6つの側面から整理してい
る（日本弁護士連合会 2015：12-4）。第 1は「意思決定のプロセス」に関
することである。意思決定を支援するプロセスは、個人の内部で意思を決
定する過程、意思を外部に表明する過程、それを実現する過程という 3つ
の過程に大分できる。それらのすべてを一括で捉えるか、部分化するかに
よって議論の方向が異なる。第 2は、「具体的な個別特定の事柄」に関する
ことである。これは「何を支援するのか」という対象の違いを意味し、意
思決定のプロセスとも関連する。意思を決める過程でのスキルの向上を支
援するのか、表明するためのコミュニケーションの方法について支援する
のか、といった支援対象別で捉えることをいう。
　第 3は「意思決定の前提としての環境等との関係」である。意思決定支
援には意思を実現するための選択肢の整備が必要であり、意思決定支援に
はそれらの環境や制度の整備までを含むかどうかという議論である。第 4
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は「代理の仕組みと支援」の関連である。意思決定の支援には 0から100％
までの支援が想定されているが、代理支援が本人の意思を反映できるかど
うかという論点である。第 5は「法的視点とソーシャルワーク視点」であ
る。両者の焦点の当て方が異なることから、意思決定支援の捉え方の違い
が生じるというものである。しかし、両者は反するものではなく、相補的
な関係として捉えられる。第 6は「法的能力の行使における支援と法的能
力の行使における合理的配慮」との違いである。両者の関係は、前者が後
者を含むものであり、合理的配慮における「過重な負担」による限界につ
いては、前者には認められないとされる。
　以上の意思決定支援における論点を参考にしたうえで、本稿では①意思
決定支援をめぐる制度とソーシャルワークの相補性　②代行決定と支援を
受けた意思決定との相違　③「最善の利益」と「意思と選好の最善の解釈」
の 3つの課題について取り上げて検討する。
2．意思決定支援をめぐる制度とソーシャルワークの相補性
　社会福祉領域では、制度と実践のいずれが優先するかという問題は長く
論争されていたが、近年ではこれらが車の両輪として相補的に機能するこ
とで社会福祉全体が進展すると考えられている。しかしながら、上記の論
点にあるように、意思決定支援に関してはこの 2つの面の違いを明確にし
た上で、両者の相補的機能を検討することがまずは必要かと思われる。
　制度とソーシャルワークとの違いは、簡単には仕組みと方法の違いであ
る。制度は法に則って構成される枠組みであり、従うべきルールが示され
ている。一方で、ソーシャルワークは個々のケースに応じて、用いられる
支援の方法である。換言すると、制度は枠組みとしての静態的なものであ
り、ソーシャルワークは動態的なものということもできる。この点につい
て、筆者は、制度はロゴスの論理、ソーシャルワークをレンマの論理が支
配的に機能しているとして両者の特徴を示した（狭間 2016：154-161）。そ
の特徴は、「あいだを認めるかどうか」という点にある。
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　制度では法の枠組みによって様々なサービスが分類される。一方で、ソー
シャルワークでは制度区分を超えて、フォーマル、インフォーマルサービ
スの混在した中で実践がなされており、新たな社会資源を生み出すなどの
活動がなされている。この違いは意思決定支援にも当てはまる。つまり、
意思決定支援の仕組みと支援活動の相違性と共通性を踏まえて、意思決定
支援について検討することが必要だと考える。ロゴス／レンマの論理に基
づく制度と実践との違いや相補性については、他の論点にも敷衍し得ると
考えており、後の章で再度取り上げる。
3．代行決定と支援を受けた意思決定の違い
　意思決定支援に関する重要な課題の一つは、代理支援と意思決定支援と
の関係である。上述のように、権利条約の一般的意見第 1号は、本人に代
わって代理人が意思決定するようなシステムに対して批判している。国連
の権利条約制定時の議論の中で、IDCは、支援を受けた意思決定が障害者
の意思決定能力を前提としているのに対し、代行支援が能力の欠如を前提
としており、両者が異なることを主張している。さらに支援が100％の場
合であっても、それは代行決定とは異なると述べている。加えて、障害者
の能力が 0～100％の間にあることをダイナミックな概念として捉えること
で、意思決定支援のあり方を位置付けている。つまり、100％の支援を受け
た意思決定が代行決定と同じと見なした議長の意見に対して、支援の動態
性を強調することで、代行決定を静態的に捉える見方に異議を唱えたので
ある。この違いは、先に述べた制度、仕組みがもつ静態性とソーシャルワー
ク活動がもつ動態性との違いに通底する。
　国連の一般的意見第 1号の指摘に照合すると、わが国の成年後見制度の
課題が生じる。成年後見制度には、後見、保佐、補助の 3 類型があるが、
中でも「判断能力が欠けているのが通常の人」を支援する後見人の割合が、
例年圧倒的に大きい。現行のわが国の成年後見制度の問題点としては次の
ような諸点があげられている（日本弁護士連合会 2015：21）。一つには、
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後見人が大半を占めており、本人の意思が軽視されているという点である。
さらに、後見の 3類型が医学的診断に基づいて単に当てはめるだけで区分
され、個別的能力を判定する視点が欠如していることである。加えて、後
見類型では過大な権限が後見人に付与されていること、財産保護が重視さ
れ、身上監護が軽視されていること等が挙げられている。つまり、成年後
見制度は個別性への視座が弱く、被後見人に対する保護性が強いという問
題点が指摘されている。
　日本発達障害連盟は「意思決定支援のガイドライン」の中で、代行決定
について「ここからが本人決定ここからが代行決定」といった線引きの困
難さを前提として、代行決定の範囲をできる限り小さくする仕組みづくり
とそれ以上に支援者の援助観が重要だと述べている（日本発達障害連
盟 2016：32）。仕組みは静態的であり、「あいだ」を認めない。したがっ
て、線引きできない「あいだ」に働きかけするのは、動態的な支援活動で
ある。これにはソーシャルワーク実践の方法が貢献する。
4．「最善の利益」と「意思と選好の最善の解釈」
　障害者権利条約の一般的意見第 1 号は、権利条約第12条第 4 項に関し
て、「意思と選好の最善の解釈」というフレーズを用いて、この概念の重要
性を述べている。この項は法的能力の行使を支援するシステムに不可欠な
「保護措置」について説明し、個人の権利、意思及び選好の尊重を確保する
ことを目的とする。さらに、意思と選好の尊重に対して可能な限り努力し
たが困難な場合には、「最善の利益」に代わって「意思と選好の最善の解
釈」がなされるべきであると述べている。
　最善の利益の概念は、一般的には障害者の領域よりも子ども領域におい
て強調されている。しかし、当一般的意見では、『「最善の利益」の原則は、
成人に関しては、第12条に基づく保護措置ではない』とされており、子ど
もにとっての「最善の利益」と異なることを示唆している。
　一方、障害領域では、イギリスの「意思決定能力法（Mental Capacity 
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Act 2005）」が「最善の利益」を鍵概念として、意思決定支援について規
定している。わが国にも広く紹介されているイギリスの意思決定能力法は、
徹底的な「本人中心主義（put individuals at the centre of decision-mak-
ing）を基本的な考え方として 5つの原則を定める。それらは本人に意思決
定能力があることを前提とした原則を含め、最善の利益を考慮した支援を
行うことを規定している。菅富美枝は 5つの基本原則について次のように
紹介している（菅 2010：27-8）。第 1原則は「意思決定能力存在の推定の
原則」であり、すべての人は能力がないと立証されない限り、能力がある
と推定されることをいう。第 2原則は「エンパワメントの原則」で、本人
に能力がないと結論づける前に、意思決定できるようにできるだけの支援
を行うことである。第 3原則は客観的には不合理に見える判断をしたとい
うことだけで、能力がないとみなさないことをいう。第 4原則は「最善の
利益の原則」で、本人に能力がないと判断された場合、意思決定者が行う
行為は最善の利益のためになされなければならないことを意味する。第 5
原則は、「必要最小限の介入の原則」で、本人の自由の制約は、最も少ない
方法を選ばなければならないことを意味する。
　最善の利益は、能力がないと判断された場合の代行決定の際に実行され
る。「意思決定能力がない」ということは、医学的診断と機能障害による意
思決定機能の困難さといった 2 面から判断され、その上で「最善の利益」
を探求されることになる。そのためのチェックリストが示されており、①
本人の外見や振る舞いによって左右されない判断、②関係すると合理的に
考えられる事情をすべて考慮した判断、③本人の意思決定能力回復の可能
性の考慮、④本人が意思決定に参加し、主体的に関与できる環境の整備、
⑤生命維持の処遇に関する十分な考慮、⑥本人の過去と現在の信念、価値、
願望などの考慮、⑦本人に関わる他者の見方の考慮などが挙げられている
（菅 2010：22-3）。
　このように同法における「最善の利益」は、本人の意思決定能力を前提
とすることを徹底するとともに、本人の価値観等の主観的な側面を重視し
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ている。最善の利益を他者が捉えた客観的な見方で判断することをできる
限り少なくする努力が求められる。
　「最善の利益」という用語は、わが国では子ども領域でよく知られる。し
かし、子どもの場合と成人における意思決定支援では意味が異なる。菅は
両者における意味の違いについて検討し、次のよう述べている（菅 2010：
108-12）。第 1の相違は、意思決定能力法での「最善の利益」はその実現を
直接の目的とするのに対し、子どもの場合は子どもの福祉を探る中での間
接的なものであるという点にある。第 2には、適用対象の違いである。子
どもの場合は最善の利益の基準は裁判所によって示される。一方で、意思
決定支援法では公的、私的な本人の関わる人々である。
　第 3はチェックリストの性質の違いである。第 4は「最善の利益」の適
用される状況の違いである。意思決定能力法では、本人が意思決定できな
い場合にのみ適用される。一方で子どもは判断能力が未熟なため、または
判断できても将来的利益の保護という場合に適用される。第 5は最善の利
益のために、より多くの情報に基づき判断することが求められるが、子ど
もの場合は関係者の各々の利益が入り込むことは排除される。第 6は、事
前／事後という判断基準の性質の違いである。子どもの場合は事前の判断
基準であり、意思決定能力法では事前及び事後の判断基準である。このよ
うに多くの面で子ども領域と意思決定能力法では「最善の利益」の意味す
るところが違っており、菅は「別の用語を設けるべきである」という見解
を述べている（菅 2010：111）。
　また、柴田洋弥は、「最善の利益」が「意思と選好の最善の解釈」という
用語に変更された理由に関して、成人にとっては本人の行為能力を排除す
ることに結びつくために、「最善の利益」が否定されていると述べている
（柴田 2015：11）。「最善の利益」に変えて「意思と選好の最善の解釈」が
用いられたことは意思決定支援を考察するときに、重要な意味をもつ。こ
の点について、後章で改めて取り上げたい。
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Ⅲ．意思決定支援とソーシャルワーク
1．自己決定の尊重から支援へ
　自己決定の尊重は、ソーシャルワークではソーシャルワーカーが保持す
べき価値の一つである。わが国でも有名なバイステック（Biestek, F. P.）
は「ケースワークの原則」の一つとして自己決定の尊重を位置づけた。彼
は、自己決定の尊重の基盤が人としての本質的尊厳に由来する不可欠な基
本的権利にあるとしており（Biestek 1957＝1996：166）、人は「選択と決
定を自由に行使できるときにのみ、社会的に責任をもち、情緒的に適応し
ながら、人格を発達させる」（Biestek 1957＝1996：167）と述べている。
　一方で、個人の権利は、社会における他者の権利によって制限されると
して、自己決定が制限される場合についても論じる（Biestek 1957＝1996：
177-80）。一つには、クライエントの能力から生じる制限である。バイステ
ックは、クライエントが自己決定能力を保持する見方をそれが完全に否定
されるまで持つべきであるとした上で、クライエントの個別性を踏まえて
自己決定能力を適切に評価しなければならないとしている。加えて、対話
が不可能なクライエントの場合には、ソーシャルワーカーが責任を分担し
なければ、サービス提供の拒否になるとも述べている。
　このようにソーシャルワーク領域ではソーシャルワーカーの実践におけ
る価値として「自己決定の尊重」を論ずることが多い。一方で米国におけ
る身体障害者を中心とした「自立生活運動」において、自己決定を自立と
して捉える考え方が登場して以来、自立と関連して自己決定が論じられる
ようになった。また、自己決定や自己選択が難しい重度の知的障害や認知
症などの人々にとって、意思決定をいかに捉えるかという課題も新たに顕
在化してきた。
　医学モデルから生活モデルへ、モダンからポストモダンへといったパラ
ダイム転換を背景にして、ソーシャルワークにおいても「利用者中心の支
援」が改めて問われた。筆者は1980年代以降にソーシャルワークにおいて
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台頭してきたストレングス視点やエンパワメントを社会構成主義の視座か
ら検討し、ソーシャルワークが常に価値として位置づけてきた「利用者中
心」の価値を新たな視点から捉えることを論じた（狭間 2001）。その中で
ファスト（Fast. B.）らの論文を引用しながら、「自己決定を支える」こと
を取り上げている（狭間 2001：139-40）。ストレングス視点に立つファス
トらは虚弱な高齢者の意思決定の支援を段階的な連続性で捉え、意思決定
を利用者と援助者との関係の質に基づいて説明している。両者の関係には、
完全な権威の下にある段階、強制的な段階、協同活動の段階、特定のこと
を制限する段階、自己―主導の段階の 5つが挙げられる。援助者が利用者
の意向を探りながら、病理ではなくストレングスを見出し、できる限り自
己―主導的な意思決定支援ができるように支えていくことが重要とされる。
　このような連続性の考えを援用して、津田耕一は重度の知的障害者の意
思決定支援について論じている（津田 2012）。初期段階ではワーカー主導
の代行であっても、「自己支援・決定に向けた支援を展開することで、漸次
利用者主体へと変遷していく可能性がある」として、肯定的な援助観を基
盤にした連続的な支援について述べている。
　意思決定支援を連続性として捉えることは、上述の障害者権利条約の委
員会での国際障害コーカスの説明と同様に意思決定支援の動態的な理解で
ある。したがって、本人の意思決定力が仮にゼロであったとしても、それ
は静態的に把握された代行決定とは異なる。そこでは何よりも、支援者の
援助観が大きく左右するといえる。利用者のその時々の状況や意思決定の
力に対する判断などを総合的に理解したところで生じる支援の程度である。
2．意思決定支援に関するソーシャルワークにおける研究
　わが国のソーシャルワークの研究領域では、障害者権利条約以降に「意
思決定支援」に焦点化した論文が多い。例えば『ソーシャルワーク研究』
は2016年に「障害者領域における意思決定支援とソーシャルワーク」につ
いて特集を組んでいる。本節では、特に知的障害者の意思決定支援にソー
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シャルワークの視座から論じている論文を取り上げる。
　沖倉智美は「『支援つき意思決定』の理論と実際」を著し、「自己決定」
から「支援つき意思決定」への移行の実態把握を試みている（沖倉 2012：
217-45）。意思決定を自己決定が含まれるより大きな概念として捉えた上
で、支援つき意思決定のためのソーシャルワーカーの機能を取り上げてい
る。沖倉はエコシステム視点から当事者に関わる人々を多次元で捉えるこ
とで、支援ネットワークの構築の必要性を論じる。当事者と支援に関わる
人々との協働を通して、意思決定支援が可能になるとしている。また、「当
事者の能力と支援を類型化しないことに意義がある」と述べており（沖
倉 2012：244）、この見方は本稿の主張と合致するものである。
　石渡和実は障害者権利条約の批准を受けて、わが国における意思決定支
援について検討し、「関係性」・「コミュニケーション」・「チームアプロー
チ」の「3つのキーワード」及び意思決定支援の「三次元ベクトル」を提
唱している（石渡 2015）。後者は①障害の状況、②体験の蓄積や人間関係
の広がり、③意思決定支援の量と質の三要素のベクトルであり、これらが
合わさって、意思決定レベルが決定されると述べている。ここで特に強調
しているのが「連続性」である。成年後見制度による後見人は生活全体の
支援を担うのではなく、法律行為を対象としている。この仕組みの下では、
本人の生活の連続性が保たれないという。換言すると、制度としての支援
と実践としての支援活動との齟齬があるということができる。これは意思
決定支援に関する議論においての課題の一つである。
　さらに、石渡は清水明彦らの「ナラティブ」を活用した支援を取り上げ、
本人の語りを紡ぐことが地域社会に拡大していくという「エンパワメント
連鎖」の重要性を指摘している。このようなナラティブを活用した意思決
定支援の意義について次に論じる。
3．ナラティブと意思決定支援
　意思決定支援について連続性を持った視座から理解するとしても、意思
― 52 ―
決定、意思表示の困難な重度の知的障害者等の意思を理解する、読み取る
方法があるのかという疑問が生じる。この点に関して、清水明彦は「語り」
の方法を用いた実践に取り組んでおり、この支援活動は示唆に富むもので
ある（清水 2012）。清水が属する青葉園での活動のスタートは、制度上の
施設区分とは別に「一人ひとりが自己実現して、社会参加していくための
地域活動の拠点」として設置されたことにある。制度上の施設機能に縛ら
れずに、「お互いにわかりあうためにかかわり合い、さまざまな場を共有・
共感し一緒に街に出向いていく」（清水 2012：14）過程の中で、一人ひと
りのプログラムが生まれ、それが「本人の計画」（個人総合計画）としてま
とめられていった。また、それは「本人が自分を物語の主人公として希望
を見出していく」ものでもあるという（清水 2012：15）。
　意思決定や表明が難しい人々の意思をくみ取ることが可能かどうか、本
当に意思を理解したのか、その判断はできるのか、といった面では、語り
を活用した実践がその答えを出しているかどうかはわからない。しかし、
この側面からではなく、本人を中心に関わる人々が場を共有し、共感し合
う中で物語が構成されると考えることができる。
　日本発達障害連盟のガイドラインでは、このような本人の物語づくりを
意思決定支援の方法として重視しており、「意思決定支援アセスメント表」
にも本人の物語に関する項目を置いている（日本発達障害連盟 2016：23）。
また、物語項目の設定について「客観的に整理、説明できないような『様
子』を表し、しかもそういった『様子』を残し、積み上げていくことは、
障害のある人の意思決定支援として重要な資料になる」と述べている。換
言すると、本人の状況や様子の客観的アセスメントには限度があり、その
「あいだ」を物語の積み重ねが埋めているとも説明できる。
　「物語」を活用したソーシャルワークはナラティブ・アプローチと言われ
ており、近年では様々な場で用いられている。ナラティブ・アプローチの
基底には、ポストモダン思想である社会構成主義がある。筆者はソーシャ
ルワークにおける「ストレングス視点」や「エンパワメント」を社会構成
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主義に依拠して論じた（狭間 2001：84）。社会構成主義は、知識は社会的
相互作用や社会的慣行によって形成されると考える。換言すると、人々が
世界を構成するのであり、すでにある世界が自らを現すとは考えない立場
である。伝統的な科学によれば、人にはパーソナリティという実体があり、
それを客体化し分析して捉えることができると考える。しかし、社会構成
主義は、そうではなく、私たちは自らの生きられた経験を意味づけして、
世界を構成するという見方をする。意味づけて構成していく訳だが、それ
は一人でできるのではない。人々との関わりの中で意味づけされ、私が構
成されるのである。それは私の物語であり、実体としての私という捉え方
ではない。
　このような考え方に立てば、社会的に抑圧されて無力な状態に陥った人々
が社会から押し付けられた自分の物語を、ふたたび関わる人々との相互作
用を通して書き換えることが可能になる。この語りの書き換えを家族療法
に応用したのが、ナラティブ・セラピーであり、ナラティブ・アプローチ
である。
　重度の障害があり、コミュニケーションが困難な人の意思決定支援にお
いて、物語を活用する支援の根底には、このような考え方がある。本人を
中心に関わる人々の相互作用を通して本人の物語が創られるのであり、常
に相互作用の中で語りが変化していくこともあり得る。本人の発する表情
や身体動作の変化を見ながら、関わる人々が応答していくことで物語が構
築される。それが意思決定支援に導くと説明できる。
　ナラティブ・アプローチに基づいて、知的障害者の支援に携わる人々に
焦点を当てて論じている三井さよは、知的・発達障害者の支援における「本
人の視点」「本人から見える世界」とは、何をもって言うのかという問いを
発する（三井 2015：42）。ナラティブは「語る主体」と「聴く主体」によ
って成立する。したがって、語る主体の語りを傾聴することは極めて重要
であるが、しかし、そこには聴く主体の文脈付けが関わってくるのである。
両者の相互作用と言い換えることもできる。三井は、特に聴く側の文脈の
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捉え方、聴く側の立ち位置の重要性を指摘しているのである。
　また、知的・発達障害者の支援者は、本人の語りを聴く主体であるが、
本人の視点や思いを理解するには、支援者が「自らと当事者とのかかわり
について、お互いに繰り返し『ものがたる』ことにある」とも述べている
（三井 2015：44）。支援者は本人の語りを構築する語りに相互に関わってい
るのであるが、そこには支援者を含めた関わる人々の語りの相互作用も影
響しているという視点を重要視している。つまり、本人と支援者間での相
互作用を通して本人の語りが構築されるという見方だけでなく、関わり合
う人々の語り合いが本人の語りに関わっているのである。さらに、関わり
合う人々の語り合いは、日常的な「よもやま話」の中で語られ、相互作用
を介して修正されていくのである。
　このように意思決定支援を捉えると、本人の真の意思を読み取ることが
可能なのか、という疑問が生じる。しかし、本人が言葉で明確に伝えない
限り、本人の意思を聞き取ることは困難であり、本人の思いを語りとして
理解していくことは有効な方法と思われる。
　障害者権利条約の一般的意見は、「最善の利益」に換えて、「意思と選好
の解釈」という概念を示した。これは「最善の利益」には客観的判断が必
要とされるのに対して、「解釈」は、複数の語りの相互作用の中で一つの意
味が立ち現れるという意味で理解できる。そうであれば、意志表明の困難
な人の場合にも、自らの意思決定の意味の形成に参加することができる。
　以上のように、ソーシャルワーク実践においては従来から連続性を重視
した意思決定支援やナラティブを活用した支援が行われている。これらの
実践にはソーシャルワーカーの立ち位置や実践知が重要になる。次にソー
シャルワーカーの実践知を軸に、意思決定支援をめぐる論点について考察
する。
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Ⅳ．　ソーシャルワーカーの実践知とロゴス／レンマの論理
1．ナラティブ・アプローチとソーシャルワーカーの立ち位置
　言葉で自らの意思を表すことが難しい人々の意思を、ナラティブを活用
して読み取る、解釈することは、真に本人の意思決定を尊重していること
になるのか、という疑問は当然に生じる。西村愛はナラティブ・アプロー
チの陥穽として、「言葉にならない声に応えているのか、支援者とクライエ
ントは対等か、無自覚な抑圧者と客体化されるクライエント」という 3つ
の問いをあげる（西村 2005）。その上で、これらの問いの答えは支援者が
「自明の概念を問い直す」ことだという。
　三井は聴く主体としての支援者側の語りの相互作用という視座から意思
決定支援を捉えたが、西村も支援者側のもつ枠組みの問い直しの重要性を
論じている。つまり、クライエントのみが自らの語りの抑圧を気づくので
はない。支援者には既成の概念が無自覚的に機能しており、それらに自覚
的になることが要請されるのである。「既存の枠組みとは、どのようなもの
であり、我々は何を見落とし、見誤るように仕組まれているのか」という
ことから始めるべきだと述べている（西村 2005：417）。西村と三井の両者
ともに、意思決定支援における支援者側のあり様の重要性を指摘している
のである。では、支援者であるソーシャルワーカーにはどのような視座が
求められるのであろう。
　ナラティブ・アプローチの基盤にある社会構成主義思想は伝統的な既存
の枠組みにとらわれることを批判して登場した。したがって、原点に戻れ
ば、ナラティブ・アプローチに立つ支援者が既存の近代知の枠組みに自覚
的であることは当然に含有されている。社会構成主義を唱えるガーゲン
（Gergen, K. J.）は、モダン思想の中核にある論理実証主義を批判する。
　論理実証主義の基本的枠組みは①客観性、②論理性、③普遍性である。
これは「私たちが小学校以来の理科で学んできた常識」（杉万・深尾 1999：
57）と説明されるが、まさにこれらが私たちが学んだ知識として既成の枠
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組みを構成する。社会構成主義はこの枠組みが自然科学を超えて、人文科
学や社会科学の領域での科学性として追究されることに異議を唱える。人
間科学における科学性は実証性ではなく、言語にあるとガーゲンはいう。
この基本的視座がナラティブ・アプローチの原点である。実証主義は観察
によって客観的世界を説明する理論が生まれると考えるが、逆に社会構成
主義は言語が世界を構築すると捉える。それは、行為の意味は文脈に依拠
し、解釈のネットワークの中で解体、再構成されていくという見方である。
世界は社会的相互作用によって言語で構成され、それは常に変化していく
のである。このような視座から意思決定の支援を捉えると、本人及び関わ
る人々の相互作用によって世界が構成されると考えることができる。つま
り、本人の世界も本人を含む様々な人々のナラティブによって構成される
とみなされる。
　しかし、西村がいうように、支援者が既成の、換言すると論理実証主義
的な思考に支配されたままで、ナラティブを語ることはできるのか、とい
う疑問が生じる。言いかえると、専門職として蓄積してきた科学的知識を
習得したソーシャルワーカーは、自らの専門的知識とナラティブとしての
実践との齟齬をいかに解決できるのかという課題を突き付けられる。
2．ソーシャルワーカーの実践とレンマの論理
　社会構成主義が批判した論理実証主義は近代知の基本的枠組みであり、
自然科学領域での技術革新を進め、その貢献は大きい。しかし、一方で批
判する思想も生み出した。わが国の哲学領域でレンマの論理を掲げて、論
理主義に対する批判の一石を投じたのが、山内得立である。筆者は、山内
が説くレンマの論理を分かりやすく概説した木岡伸夫の「あいだを開く」
という概念を援用して、ソーシャルワークにおける理論と実践との関係を
論じた（狭間 2017）。
　論理実証主義は上述のように客観性・普遍性・論理性を基本的枠組みと
する。その中の論理性はロゴスの論理に依拠している。ロゴスの論理には、
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①同一律、②矛盾律、③排中律の 3つの原理がある。山内が論じたのは「排
中律」であり、それは「あいだを排除する法則」を意味する。ロゴスの論
理は雑然とした世界を何らかの基準で区分して、類型化を図る。そのため
には曖昧な部分が排除される。しかし、私たちの日常の世界では、類型化
に収まらない曖昧な事象が多い。山内は西洋思想の根幹にあるロゴスの論
理に対して、東洋思想を組み込みながら、レンマの論理を提唱したのである。
　レンマとは「直観的把握」を意味する。インド哲学に基礎をもち、論理
の根幹に「絶対否定」の思想を位置づける。ロゴスの論理がAか非Aかの
いずれかの選択であるのに対し、レンマの論理は「分かたれたものが同時
にあり、分たれてあるがままに一であること」と捉え（木岡 2014：21）、
両立できない二者が同時にあることを認める。それは空間的に把握され、
差異関係として示される。これは、二者関係が対立ではなく、欠如性とし
て把握されることをいう。そうであれば「差異は中間的なものを予想し、
異なるものとものの〈あいだ〉が開かれている」（木岡 2014：68）ことを
導き出す。
　ソーシャルワークにおける理論と実践の関係をロゴスとレンマの論理で
とらえ直すと、理論においてはロゴスの論理が優勢であり、実践はレンマ
の論理で理解できる。また、両者の関係は対立的ではなく、レンマがロゴ
スを包含する。専門職としてのソーシャルワーカーは専門的知識を蓄積し
ており、それらを活用して支援活動を行う。しかし、ナラティブ・アプロー
チなどのポストモダン思想を基盤とする理論は専門的知識を背景に退かせ
てクライエントの知を優先させ、クライエント主体の援助を強調する。こ
の場合に、ソーシャルワーカーの専門知は全く背景に押しやられるのであ
ろうか。
　日々の実践の場には曖昧さや混沌さが溢れている。実践ではレンマの論
理が優先され、そこでは類型化された制度や理論のもつロゴスの論理は背
景にある。この中でソーシャルワーカーは何を選択し、何を排除するかに
注視しながら、混沌さを整理していくのである。その過程でソーシャルワー
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カーの実践知が構築されていく。意思決定支援における本人と関わる人々
とのナラティブによる相互作用はこの過程であるともいえる。その繰り返
しを通して、本人の意思の理解が進展していくのである。
3．意思決定支援と「あいだを開く」実践
　ソーシャルワーカーは様々な支援活動において、ロゴスとレンマの論理
を行き来しながら活動している。この枠組みから意思決定支援におけるソー
シャルワーカーの実践を捉えることは、意思決定支援の論点として挙げた
諸課題に対する一つの答えを導き出す。
　筆者はソーシャルワーカーの実践知はロゴスの論理の特性である「区分
化」とレンマの論理が優先する実践との「あいだ」をつなぎながら、双方
の行き来から構築されると捉えた（狭間 2017）。この視座は、ソーシャル
ワークの理論と実践をつなぐことを説明するとともに、ソーシャルワーカー
が制度と実践とのあいだをつなぐことも意味する。さらに、意思決定支援
に関する制度とソーシャルワーク実践との相補性を根拠づけることもできる。
　社会福祉において制度は静態的な枠を決定する。この静態的枠組みでは
ロゴスの論理が優先されるが、制度の枠に収まらないことが様々に発生す
る。日々の実践はこのような制度の枠から抜け落ちるような曖昧で複雑な
状況に対処しながらなされており、そこではレンマの論理が働いている。
これは意思決定支援においても同様である。
　代理支援と意思決定支援に関する議論において、意思決定できない人を
支援することは代理支援と同じであるかどうかは線引きが難しいとされる
（日本発達障害連盟 2016：32）。しかし、線引きするというロゴスの論理で
はなく、支援活動そのものをレンマの論理で捉えれば、区分ではなく「あ
いだを開く」ことの重要性が見えてくる。ソーシャルワーカーは、いずれ
か一方の論理だけで考えるのではなく、両者の論理を行き来することで、
より本人の意思に沿った支援が可能になる。
　「最善の利益」と「意思と選好の最善の解釈」の違いは、既述のように子
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ども領域での捉え方との違いを明確にするところにある。しかし、それ以
上に意思決定能力法が強調する本人の信念や価値などの主観的な面を最大
限に考慮することにある。客観的に見た本人の利益よりも、主観的側面を
優先させる。この側面を読み取るためには、あいだを排除する論理ではな
く、曖昧さをも引き受けて、あいだを読み取れる論理が求められる。
　しかし、これは客観的利益を無視するということではない。「治療拒否、
尊厳死をめぐる問題」では、いずれが優先されるかについての議論がなさ
れている（菅 2010：98）。この意味からも、ソーシャルワーカーにはロゴ
スとレンマの論理を行き来しながら、支援することが必要である。
終わりに
　意思決定や意思表明が困難の人々への支援に関する課題は、いかに当事
者の意思を読み取ることができるかという点にある。福祉領域ではナラテ
ィブ・アプローチを活用した意思決定支援が行われている。この方法の基
底には社会構成主義があり、これは近代知である論理実証主義を批判する
ことで登場した。したがって、ソーシャルワーカーが意思決定支援におい
てナラティブを活用した実践を行う場合に、専門職としてソーシャルワー
カーが保持する既成の専門的知識との齟齬が問題になる。
　本稿では、この課題に対して、ロゴスとレンマの論理を援用して、ソー
シャルワーカーの実践知が二つの論理の行き来を通して構築され、この実
践知によって支援がなされていると捉えたのである。
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